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１．法人の長によるメッセージ 

独立行政法人経済産業研究所は、通商産業省（当時）の一部門であった通商産業研究所（昭

和６２年設立）を前身としています。行政機関から一定の独立性を確保した上で中長期的な視

点に立ち、国際的なレベルで政策についての調査、分析、研究を行い、データを蓄積し政策提

言を行うべく、平成１３年４月の独立行政法人制度の発足と同時にスタートし、現在に至って

おります。 

令和４年１月のダボス・アジェンダ 2022 会議において岸田首相が指摘されたように、地球温

暖化、地政学的リスク、貧困と格差、中間層縮小による民主主義の危機など、現代社会は深刻

な問題に直面しています。炭素中立社会の創出、安全保障を支えるサプライチェーンの形成、

「国家資本主義」に対抗できる新しい資本主義の構築、こうした全世界的な課題解決には、未

知の世界を切り開く新しいタイプの産業政策が欠かせません。 

第二次世界大戦以来、先端技術の開発や経済構造の転換を目指す「開拓型」ともいうべき、

新しい産業政策が採用されるようになりました。最先端技術の開発は、初期段階で大規模な固

定費を必要とし、民間に任せては成功しません。それまでは、ワットの蒸気機関やフォードの

ベルトコンベアなど、多くの本源的技術が私的な生産活動で生み出されました。それが第二次

大戦期に転換され、政府主導で原子力エネルギーやコンピュータなどが開発され、戦後には有

人ロケットやインターネットなどで継続されました。開拓型の産業政策のおかげで、アメリカ

はコンピュータ技術を PCやインターネットに広げ、さまざまな応用技術を発展させました。ま

た、３０年前にはコストが高すぎるとされた有人ロケット開発も、２０２０年代に入り、テス

ラ、ヴァージン・アトランティック、アマゾンという先端企業の創業者の手で商業化が実現し

ました。 

開拓型産業政策による新しい資本主義の構築という政策目標に鑑み、当研究所は、令和４年

４月１日に EBPM センターを開設しました。EBPM というのはエビデンス（E）にベース（B）を置

くポリシー（P）メーク（M）を行うという意味で、創立以来２０年以上にわたり、当研究所が唱

道してきたものです。EBPM センターでは、グリーン技術や国際的半導体サプライチェーンの構

築のように、大規模な開拓型産業政策の EBPM に貢献するため、政策効果予測の手法や、政策効

果の経年評価に資するデータデザインを提言します。さらに、政策評価手法と結果を蓄積し、

一般の利用に資してまいります。 

近年、当研究所は過去の政策とその効果の間に存在する因果関係の立証にも力を注いできま

した。この分野では、最先端の学術研究を多数発表し、世界からも注目されるようになってい

ます。そうした政策効果の研究のさらなる精緻化を目指し、力を傾注する決意です。 

独立行政法人経済産業研究所理事長  矢野 誠  
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２．法人の目的、業務内容 

（１）法人の目的 

独立行政法人経済産業研究所（以下「研究所」という。）は、内外の経済及び産業に関する事

情並びに経済産業政策に関する基礎的な調査及び研究等を効率的かつ効果的に行うとともに、

その成果を活用することにより、我が国の経済産業政策の立案に寄与するとともに、広く一般

の経済及び産業に関する知識と理解の増進を図り、もって経済及び産業の発展並びに鉱物資源

及びエネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保に資することを目的としています（独立行政

法人経済産業研究所法第３条）。 

 

（２）業務内容 

当法人は独立行政法人経済産業研究所法第３条の目的を達成するため以下の業務を行います

（独立行政法人経済産業研究所法第１２条）。 

 ⅰ．内外の経済及び産業に関する事情並びに経済産業政策に関する基礎的な調査及び研究を行 

うこと。 

 ⅱ．前号に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと。 

 ⅲ． 内外の経済及び産業に関する事情並びに経済産業政策に関する図書及び資料の収集、保管、 

編集及び提供を行うこと。 

ⅳ. 前各号の業務に付帯する業務を行うこと。 

 

３．政策体系における法人の位置づけ及び役割（ミッション） 

我が国が経済構造改革、行政改革など諸改革を断行し、活力のある経済社会を構築していく

ためには、従来型の行政・政策の殻にとどまらず、ダイナミックかつ斬新な政策の企画立案能

力を強化し、国際社会の中で積極的な政策展開を行っていくことが求められています。 

このような政策立案、発信能力の強化を図るためには、行政機関から一定程度の独立性を有

して、行政官のみならず民間や学界の有識者、さらには海外を含めた第一級の研究者らが切磋

琢磨し、中長期的に戦略的な視点を持って、世界的水準に達した調査分析、政策研究、政策提

言を行う、いわゆる政策形成的な新たなプラットフォームとなりうる機関が必要不可欠です。 

このような背景の下に、研究所は、非公務員型の独立行政法人として、人事の円滑化や予算

執行の弾力化を図ることによって、公共政策に関する政策研究という重要かつ不可欠な業務を

効果的かつ効率的に実施することを目的として設立されたものです。 

 

４．中期目標（第５期中期目標期間：令和２年４月〜令和６年３月） 

（１）概要 

近年、我が国では、急速な少子高齢化に伴う人口減の深刻化、エネルギー・環境問題など様々

な問題に直面しています。こうした課題を解決するために、AI・IoT・ビッグデータなど第４次

産業革命の進展による「Society5.0」の実現が求められています。その実現には、新たな汎用

技術の社会実装に加え、「社会科学的な要素と産業技術の融合（いわゆる文理融合）」を通じて、

「組織」と「人」の変革を進め、経済社会システムの再構築を図る必要があります。研究所で

は他の研究機関との連携等を通じてネットワークの拡充をはかり多角的な研究を進めます。ま
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た、多様化・複雑化する経済社会の問題解決のためには EBPM（Evidence Based Policy Making）

（証拠に基づく政策立案）分析が今後一層重要になってくると予想されます。 

こうした視点を踏まえ、研究所は以下の強みを最大限生かした調査・研究・提言を実施し、

ネットワークの拡充をはかり多角的な研究を行い、質量両面においてレベルアップするととも

に、政策実務者と学者・研究者の橋渡しをより拡充し、政策立案に貢献していきます。 

ⅰ．経済政策の施策効果等について、国から独立した中立的な立場で客観的に検証を行い、

現行制度の改廃を含めた大胆な政策提言が可能です。 

ⅱ．柔軟な人事システムのもと、国際的にもトップクラスの人材を国内外から広く確保し、

多角的に幅広い英知を結集した研究者ネットワークを構築します。 

ⅲ．政府統計の個票や独自の調査に基づくミクロデータ等を用いた、理論開発・データ構築・

実証研究の充実により、幅広い政策的ニーズに的確かつ高度に対応します。 

 

（２）一定の事業等のまとまりごとの目標の名称等 

研究所は、中期目標における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメント情報を

開示しています。 

 調査・研究・政策提言・資料統計業務 

 成果普及・国際化業務 

 ※詳細につきましては、第５期中期目標をご覧ください。 
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【政策体系と法人の位置づけ及び役割】 
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５．法人の長の理念や運営上の方針・戦略等 

【経営理念】 

 研究所は、政策シンクタンクとして経済産業社会政策の形成に資する理論的・実証的な研究

を遂行し、エビデンスに基づく政策提言を行います。国際的な経済政策研究シンクタンクと

して、研究を進めると同時に、その成果を、シンポジウムやセミナー、Webなどを通じて活発

に提供してまいります。 

 

 【経営方針】 

  ○研究所としての使命を自覚し、常に相手の立場を尊重して業務を遂行します。 

○関係法令を遵守し、倫理観をもって行動します。  

○幅広い知識・技術の向上に努め、内外のニーズに的確に応えます。  

○常にコスト意識をもって計画的に業務を遂行します。  

○経済産業政策の一翼を担う組織の一員として、業務を遂行します。  

○業務の効率性を高めることにより迅速かつ着実に業務を遂行し、明るく活気のある職場環

境の構築を目指します。 

 

６．中期計画及び年度計画 

第５期中期目標期間においては、これまで研究所で推進してきた AI に関する研究（AI を活

用した企業パフォーマンス、消費者行動の分析等）に、第４次産業革命関連の研究及び近年急

速に進展している行動経済学的アプローチ等を加え、経済学以外の理系の研究者へ間口を広げ

た研究を行い、文理融合を含めた複数分野の研究が社会科学、経済学に結びつくように段階的

に体制を確立します。また、多様化・複雑化する経済社会の問題解決のために今後一層重要性

が高まっている EBPM（Evidence Based Policy Making（証拠に基づく政策立案））研究を推進す

ることにより、経済産業政策の立案等に貢献します。 

※詳細につきましては、第５期中期計画及び年度計画をご覧ください。 

 

 注：各項目の（ ）内の％は、令和３年度の評価比率を示します。  

第５期中期計画と主な指標等 令和３年度計画と主な指標等 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

調査・研究・政策提言・資料統計（55.0％） 

・査読付き英文学術誌等への掲載及び専門書籍への収

録件数：4 年で 200 件以上 

・査読付き英文学術誌等への掲載及び専門書籍への収

録件数（50 件以上） 

・EBPM、文理融合及び海外研究者の研究論文数：4 年

で 120 件以上 

・EBPM、文理融合及び海外研究者の研究論文数（30 件

以上） 

・白書、審議会資料等における研究成果の活用件数及 

び政策アドバイス（研究員等が学術的な知見に基づ 

き政策実務者に対して個別に行う政策形成に関連 

する助言や情報提供）：4 年で 840 件以上 

・白書、審議会資料等における研究成果の活用件数及 

び政策アドバイス（研究員等が学術的な知見に基づ 

き政策実務者に対して個別に行う政策形成に関連 

する助言や情報提供）（210 件以上） 
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成果普及・国際化（20.0％） 

・公開シンポジウム・セミナー等の集客数：4 年で

20,000 人以上 

・公開シンポジウム・セミナー等の集客数（5,000 人

以上） 

・外国人招聘者によるセミナー件数：4 年で 84 件以上 ・外国人招聘者によるセミナー件数（21 件以上） 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項（7.5％） 

・組織体制の充実 

 ①研究プログラムディレクターの設置 

 ②政策アドバイザーを指名するとともに、EBPM 関連

分析を通じ、研究所の知見を活用できる体制を整

える 

 ③多様な人材を確保、内外の動向に対してより柔軟

な研究体制を整備し、知のプラットフォームの役

割を充実させる 

同左 

・業務の効率化 

 ①新規等を除く経費の効率化（一般管理費：前年度

比▲3％以上） 

②新規等を除く経費の効率化（業務費：前年度比▲

1％） 

③新規等の経費の効率化（一般管理費：実施年度比

を毎年度平均で▲3％以上） 

④新規等の経費の効率化（業務費：実施年度比を毎

年度平均で▲1％以上） 

※新規等とは、新規増加及び拡充分。 

同左 

・人事管理の適正化 同左 

・適切な調達の実施 同左 

・業務の電子化 同左 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項（7.5％） 

・財務内容の改善 

 ①適切な執行管理 

 ②外部資金の獲得  

同左 

Ⅳ．その他の事項（10.0％） 

・内部統制 

 ①法人のミッションや理事長指示を全役職員に伝

達される仕組みを IT 技術も活用し構築する 

 ②法人のマネジメント上必要なデータを組織内で

収集・共有し、組織・業務運営において活用する 

 ③予算執行状況を四半期ごとに理事長がチェック

し、運営会議に諮る 

同左 
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 ④計画・実施・フォローアップ監査・改善の PDCA を

適切に実施及び役職員の研修を行う 

・情報管理 同左 

  

７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

（１）ガバナンスの状況 

 ①主務大臣 

  研究所の業務に関する事項については、主務大臣は経済産業大臣となっております。 

 

 ②ガバナンス体制図 

  ガバナンスの体制は次のとおりです。なお、平成２６年の独立行政法人通則法の一部改正等

を踏まえ、平成２７年に内部統制規程を制定し、研究所の役職員の職務の執行が独立行政法人

通則法などの関係法令に適合するための体制その他研究所の業務の適正を確保するための体制

を整備し、研究所のミッションを効率的かつ効果的に達成していくことを明確化しました。  

※内部統制の詳細につきましては、業務方法書をご覧ください。  
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（２）役員等の状況 

 ①役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴（令和４年３月３１日現在）  

役 職 氏 名 任 期 経 歴 

理事長 矢野 誠 自 令和 2 年 4 月 1 日 

至  

昭和 57 年 コーネル大学助教授 

平成 6 年  横浜国立大学教授 

平成 8 年  慶應義塾大学教授 

平成 19 年 京都大学経済研究所教授 

平成 22 年 京都大学経済研究所所長 

平成 28 年 独立行政法人経済産業研究所 

所長 

令和 2 年 4 月 現職 

理事 吉田泰彦 自 令和 3 年 7 月 6 日 

至  

平成 28 年  経済産業省通商政策局通商交 

渉官 

令和元年  外務省経済局審議官 

令和 3 年 7 月 現職 

監事 

(非常勤) 

橋本 尚 自 令和 2 年 7 月 1 日 

至  

 

平成 8 年  駿河台大学助教授 

平成 11 年  駿河台大学教授 

平成 15 年  日本大学教授 

平成 17 年  青山学院大学大学院会計プロ 

フェッション研究科教授 

令和 2 年 7 月 現職 

監事 

(非常勤) 

鈴木洋子 自 平成 27年 4月 15 日 

至  

平成 10 年  弁護士登録（東京弁護士会入 

会） 

平成 27年 4 月 現職 

平成 30 年  株式会社ブリヂストン社外取 

締役 

平成 30 年  日本ピグメント株式会社社外 

      取締役 

令和 2 年  株式会社丸井グループ社外監 

査役 

令和 3 年  独立行政法人国立公文書館監 

事（非常勤） 

    

 ②会計監査人の氏名または名称 

  なし 

 

（３）職員の状況（令和４年３月３１日現在） 

  常勤職員は令和３年度末現在において５９人（前期末３人増、５．０８％増）であり、平均

年齢は４９.５歳（前期末４８．５歳）となっています。このうち、国からの出向者は１０人、

民間からの出向者は０人、令和３年度の退職者は３人となっています。 

 

（４）重要な施設等の整備等の状況 

  なし 

 

（５）純資産の状況 

 ①資本金の状況 

  なし 

 ②目的積立金等の状況 
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  令和３年度は、目的積立金の申請を行なっていません。 

 

（６）財源の状況 

 ①財源（収入）の内訳（運営費交付金、自己収入、その他） 

  令和３年度の収入決算額は 2,051百万円であり、その内訳は以下のとおりです。 

（単位：千円） 

区分 金額 構成比率 

運営費交付金 1,790,008 87.28% 

受託収入 897 0.04% 

普及業務収入 647 0.03% 

寄附金 2,440 0.12% 

その他収入 256,891 12.53% 

合 計 2,050,884 100.00% 

 

 ②自己収入に関する説明 

  研究所の研究事業では、クロスアポイントメント制度により 897 千円の自己収入を得ていま

す。また、研究所の出版事業では、監修料として 647千円の自己収入を得ています。 

※詳細につきましては、後述の「９.業績の適正な評価の前提情報」の事業スキームもご覧下さ

い。 

 

（７）社会及び環境への配慮等の状況 

  業務における環境配慮については「環境物品等の調達の推進を図るための方針」を策定し、

毎年度、環境物品等の調達を推進するほか、コピー用紙等の使用量の削減に努めております。

また、環境配慮の一環として、すべての人が働きやすい環境づくりなどにも取り組んでいます。 

 

８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

（１）リスク管理の状況 

  研究所においては、独立行政法人経済産業研究所リスク管理及び危機対応に関する規程に基

づき、業務の遂行を阻害する要因をリスクとして識別、分析及び評価してリスク管理を行うと

ともに、リスクの顕在化の防止、危機への対応等を行っております。令和３年度は、理事長を

委員長とするリスク管理委員会・内部統制委員会を、６月２１日に、コロナ禍の影響によりオ

ンライン会議で開催し、組織の取組状況に関する検討を行いました。また、期中、期末に実施

した監事監査によりリスクへの対応状況の確認も受けております。 

 

（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

  ①情報セキュリティ対策  

情報セキュリティ対策として、CIO補佐官を任命し、内部統制の一環として各担当で保有す

る情報資産の管理レベル選定と運用管理状況を確認、管理台帳に基づく適切な運用を推進し
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ました。また、「政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群（平成３０年度版）」

に準拠した所内情報セキュリティポリシーに基づき運用を行うとともに、同統一基準群令和

３年度改定版に準拠し、所内情報セキュリティポリシーを改定しております。 

加えて定期的に実施する標的型メール攻撃模擬訓練や情報セキュリティに関する e-ラーニ

ングによる職員の教育、基幹業務システムの適切な設定・運用の点検、ウェブサイトの常時

暗号化と常時監視、情報処理推進機構（IPA）等からのアラートに基づくセキュリティ対策を

実施し、パフォーマンスの維持・向上に取り組んでいます。 

また、基幹業務システムの更改を実施するにあたり、各部署にて調達・運用していたシス

テムの基盤を統合し、BCP・DRを考慮したリスクマネジメントの向上に取り組んでいます。 

 

  ②業務に係る研修の実施 

   研究所では、以下の研修を e-ラーニングにて実施しています。 

   ・情報セキュリティ研修 

   ・ハラスメント防止研修 

・公文書管理法研修 

 

   ※詳細につきましては、業務実績等報告書又は業務方法書をご覧下さい。  

 

９．業績の適正な評価の前提情報 

 調査・研究・政策提言・資料統計業務においては、政策ニーズを踏まえた研究とするため政策

当局との意見交換を行うとともに、研究内容の質を高めるため、国内外の専門家や政策当局を交

えて議論を深めることに重点を置いています。具体的には、研究プロジェクト立ち上げ時には、

ブレインストーミング・ワークショップ（BSWS）を開催して研究計画案について検討を行い、最

終段階では、論文素案完成時に検討会を開催し、参加者が意見交換や議論を行うこととしていま

す。このほか、国内外の研究者とオンラインワークショップ等を開催し、専門的な議論を深めて

います。 

成果普及・国際化業務においては、各プロジェクトの研究成果を広く世に問い、議論を活性化

するためシンポジウム、セミナー等を開催するとともに、ホームページや広報誌「RIETI ハイライ

ト」、書籍等により国内外に情報発信を行っています。 

また、世界のさまざまな研究機関・国際機関との交流により、グローバルかつタイムリーな課

題についての国際連携に取り組んでいます。 

 

※詳細につきましては、業務実績等報告書又は業務方法書をご覧下さい。 

 

 主な業務スキームは、次のとおりです。 
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①研究所の業務全体像 

 

 

②研究プロセス 
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 ③国内の研究機関等との連携状況    

 

 ④海外の研究機関等との連携状況 
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１０．業務の成果と使用した資源との対比 

（１）令和３年度の自己評価 

   各業務（セグメント）毎の具体的な取り組み結果と行政コストとの関係の概要については

次のとおりです。  

※詳細につきましては、業務実績等報告書をご覧下さい。 

 

令和３年度項目別評定総括表 

項 目 評価（注） 行政コスト 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

調査・研究・政策提言・資料統計 Ａ 908,595 千円 

成果普及・国際化 Ａ 232,421 千円 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

・組織体制の充実 

・業務の効率化 

・人事管理の適正化 

・適切な調達の実施 

・業務の電子化 

Ａ 

 

 

 

 

448,315 千円 

（Ⅱ、Ⅲ、Ⅳの全てを含めた金額） 

 

 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

・財務内容の改善 Ｂ  

Ⅳ．その他の事項 

・内部統制 

・情報管理 

Ｂ 

Ｂ 

 

注：評価区分 

Ｓ：目標を量的・質的に上回る顕著な成果が得られている。 

Ａ：所期の目標を上回る成果が得られている。 

Ｂ：所期の目標を達している。 

Ｃ：所期の目標を下回っており、改善を要する。 

Ｄ：所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を要する。 

 

（２）当中期目標期間における主務大臣による過年度の総合評定の状況  

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

評定（注） Ｂ ― ― ― 

  注 評価区分  

Ｓ：法人の活動により、全体として中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕

著な成果が得られていると認められる。  

Ａ：法人の活動により、全体として中期目標における所期の目標を上回る成果が得られてい

ると認められる。  

Ｂ：全体としておおむね中期目標における所期の目標を達成していると認められる。  
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   Ｃ：全体として中期目標における所期の目標を下回っており、改善を要する。   

Ｄ：全体として中期目標における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な

改善を求める。  

 

１１．予算と決算との対比 

要約した決算報告書 

（単位：千円） 

区分 予算 決算 差額 備考 

収入     

 運営費交付金 1,790,008 1,790,008 0  

 受託収入 841 897 56  

 普及業務関係収入 43 647 605 注 1 

 寄附金 2,440 2,440 0  

 科学研究費間接経費収入 5,340 5,340 0  

 金利収入・雑収入 7 7 0  

 前年度よりの繰越金 251,544 251,544 0  

 計 2,050,224 2,050,884 660  

支出     

 業務経費 1,600,569 1,125,251 -475,318  

  うち、人件費（常勤役員、職員） 429,441 419,063 -10,378  

     業務費（人件費除く） 1,171,128 706,188 -464,941 注 2 

 受託経費等 841 897 56  

 一般管理費 448,813 437,394 -11,419  

  うち、人件費（常勤役員、職員） 137,390 142,002 4,612  

     業務費（人件費除く） 311,423 295,391 -16,032  

 計 2,050,224 1,563,541 -486,682  

 

予算金額と決算金額の差額（著しい乖離）の説明 

（注 1） 普及業務収入の決算金額が予算金額を上回ったのは、予算段階の見込みを上回った普 

及業務収入であったためである。 

（注 2） 業務費の決算金額が予算金額を下回ったのは、複数年度に亘る研究プロジェクト経費 

の一部に繰越があったことに加え、コロナの影響で予算想定時の業務執行が困難であ 

ったためである。 
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１２．財務諸表 

（１）貸借対照表 

（単位：千円） 

資産の部 金  額 負債の部 金  額 

流動資産 730,292 流動負債 679,094 

  現金及び預金 674,492   運営費交付金債務 474,676 

  未収入金 1,172   預り金 7,157 

  前払金 1,256   預り科研費 13,569 

  預け金 1   未払金 107,563 

  賞与引当金見返 53,371   未払費用 22,758 

固定資産 161,539   賞与引当金 53,371 

  有形固定資産 13,445 固定負債 161,539 

建物    3,671  資産見返運営費交付金 16,691 

工具器具備品 9,773  資産見返物品受贈額 0 

無形固定資産 3,968   資産見返寄附金 722 

 ソフトウエア 3,968   退職給付引当金 144,126 

  投資その他の資産    144,126 負債合計 840,633 

   退職給付引当金見返 144,126 純資産の部  

      利益剰余金 51,198 

   積立金 37,372 

   当期未処分利益 13,826 

  純資産合計 51,198 

資産合計 891,831 負債純資産合計 891,831 

 

 

（２）行政コスト計算書 

                          （単位：千円） 

項   目 金  額 

Ⅰ．損益計算書上の費用 1,589,331 

   研究業務費 1,141,016 

   一般管理費 448,229 

   雑損 86 

   臨時損失 0 

Ⅱ．その他行政コスト 0 

Ⅲ．行政コスト 1,589,331 
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（３）損益計算書 

（単位：千円） 

項  目 金  額 

経常費用(A) 1,589,331 

  研究業務費 1,141,016 

   人件費 646,667 

   減価償却費 1,858 

   その他 492,491 

  一般管理費 448,229 

   人件費 208,936 

   減価償却費 5,415 

   その他 233,879 

  雑損 86 

 経常収益(B) 1,603,157 

  運営費交付金収益 1,502,104 

  普及業務収入 647 

  受託収入 897 

  シンポジウム収入 0 

  資産見返運営費交付金戻入 6,640 

  資産見返物品受領額戻入 0 

  資産見返寄附金戻入 633 

  科学研究費間接経費収入 5,340 

  寄附金収益 2,440 

  賞与引当金見返に係る収益 53,371 

  退職給付引当金見返に係る収益 31,078 

  財務収益  

   受取利息 1 

  雑益 6 

 経常利益(C)  13,826 

 臨時損失(D) 0 

  固定資産除却損 0 

 当期純利益 13,826 

当期総利益(B-A-D) 13,826 
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（５）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円） 

項  目 金  額 

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 245,821 

   商品又はサービスの購入による支出 －208,471 

   人件費支出 －823,194 

   その他の業務支出 －527,925 

   科学研究費預り金支出 －14,730 

   運営費交付金収入 1,790,008 

   普及業務収入 129 

   受託収入 827 

   シンポジウム収入 0 

   科学研究費預り金収入 26,730 

   寄附金収益 2,440 

   雑益 6 

     小計 245,820 

   利息の受取額              1 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー(B) －5,079 

   有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 －5,079 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー(C) 0 

Ⅳ．資金増加額(D=A+B+C) 240,743 

Ⅴ．資金期首残高(E) 433,749 

Ⅵ．資金期末残高(F=D+E) 674,492 

※詳細につきましては、財務諸表をご覧下さい。 

 

１３．財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報 

（１）各財務諸表の概要 

 ①経常費用 

令和３年度の経常費用は 1,589百万円と、令和２年度比 118百万円増（8％増）となっていま

す。これは、研究業務費のその他の研究業務費が、令和２年度比 59百万円増（13.6％増）と

なったことが主な要因です。 

 

②経常収益 

令和３年度の経常収益は 1,603 百万円と、令和２年度比 95 百万円増（6.3％増）となってい

ます。これは、運営費交付金収益が令和２年度比 80 百万円増（5.6％増）となったことが主

な要因です。 

 

③当期総損益 
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上記の結果経常利益は 14 百万円となり、令和２年度比 24 百万円減（63％減）となっていま

す。 

 

④資産 

令和３年度末現在の資産合計は 892 百万円と、令和２年度比 256 百万円増（40.4％増）とな

っています。これは、現金及び預金が令和２年度比 241 百万円増（55.5％増）となったこと

が主な要因です。 

 

⑤負債 

令和３年度末現在の負債合計は 841 百万円と、令和２年度比 243 百万円増（40.6％増）とな

っています。これは、運営費交付金債務が令和２年度比 223 百万円増（88.7％増）ことが主

な要因です。 

 

⑥業務活動によるキャッシュ・フロー 

令和３年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 246百万円と、令和２年度比 56百万円増

（29.2％増）となっています。これは、令和３年度には国庫納付金返納（令和２年度 79百万

円）が発生しなかったことが主な要因です。 

 

⑦財務活動によるキャッシュ・フロー 

令和３年度の財務活動によるキャッシュ・フローに該当する事項はありません。 

 

（２）財政状況及び運営状況について 

  研究所の業務運営は概ね順調に進捗しており、上記のとおり現在の財政状況には大きな問題 

はありません。 

引き続き効果的・効率的な予算の執行及び経費の節減に努めてまいります。  

 

１４．内部統制の運用に関する情報 

研究所は、役員（監事を除く。）の職務の執行が独立行政法人通則法、独立行政法人経済産

業研究所法又は他の法令に適合することを確保するための体制その他独立行政法人の業務の

適正を確保するための体制の整備に関する事項を業務方法書に定めております。 

内部統制に関する規程を整備し、内部統制委員会を設置しております。内部統制の仕組み

が確実に機能を発揮した上で組織及び業務の運営がなされるよう、 

①法人のミッションや長の指示が確実に全役職員に伝達される仕組みを IT 技術も活用し

つつ構築する。 

②法人のマネジメント上必要なデータを組織内で収集・共有し、法人の長に伝達した上で、

組織・業務運営において活用する。 

③計画・実施・フォローアップ監査・改善という一連の PDCA を適切に実施するとともに、

役職員に対する研修を行う。 
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等の具体的な取組を法人の長のリーダーシップの下で日常的に進めており、実施状況は次の

とおりです。 

 ・研究所の情報資産管理等に関するクロスモニタリングの実施 

・内部統制部門による競争的資金等の適正な管理のためのモニタリング及び監査の実施 

・情報セキュリティに関する e-ラーニングによる研修実施 

 

１５．法人の基本情報 

（１）沿革 

  平成 13年 4月  独立行政法人として設立 

        前身は（旧）通商産業省の一部門である通商産業研究所 

        第１期中期目標、中期計画策定 

平成 18年 4月  第２期中期目標、中期計画策定 

        ４つの基盤策定研究領域を設定 

平成 23年 4月  第３期中期目標、中期計画策定 

        「経済産業施策の重点的な視点」に基づく研究プログラムを設定 

平成 28年 4月  第４期中期目標、中期計画策定 

       経済産業施策の「中長期的な視点」に基づく研究プログラムを設定 

令和 2年 4月   第５期中期目標、中期計画を策定 

         経済産業政策の重点的な視点を踏まえ、研究プログラムを設定 

 

（２）設立に係る根拠法 

 独立行政法人経済産業研究所法（平成１１年１２月２２日法律第二百号） 

 

（３）主務大臣 

 経済産業大臣（経済産業省経済産業政策局産業構造課） 
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（４）組織図（令和４年３月３１日現在） 

 

 

（５）事務所の所在地 

東京都千代田区霞が関 1-3-1 経済産業省別館 11階 

 

（６）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 

  なし 
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（７）主要な財務データの経年比較 

（単位：千円） 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

経常費用 1,492,691 1,558,515 1,471,198  1,589,331 

経常収益 1,503,450 1,613,300 1,508,570 1,603,157 

当期総利益 10,759 54,239 37,372 13,826 

資産 331,713 451,146 635,384 891,831 

負債 306,493 371,687 598,012 840,633 

利益剰余金 25,219 79,458 37,372 51,198 

業務活動によるキャッシュ・フロー 22,553 -40,359 190,300 245,821 

投資活動によるキャッシュ・フロー -7,789 -7,650 －3,877 －5,079 

財務活動によるキャッシュ・フロー 0 0 0 0 

資金期末残高 295,335 247,326 433,749 674,492 

   

対前年度比における著しい変動の主な理由 

（注１）研究業務費のその他の研究業務費が、令和２年度比 59百万円増（13.6％増）となっ

たため。 

（注２）運営費交付金収益が令和２年度比 80百万円増（5.6％増）となったため。 

（注３）現金及び預金が令和２年度比 241百万円増（55.5％増）となったため。 

（注４）運営費交付金債務が令和２年度比 223百万円増（88.7％増）となったため。 

（注５）令和３年度には国庫納付金返納（令和２年度 79百万円）が発生しなかったため。 

 

（８）翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画 

 【予算】 

（単価：千円） 

収入 金額 支出 金額 

運営費交付金 1,890,000 業務経費 1,435,938 

受託収入 0  人件費（常勤役員、職員） 436,240 

普及業務関係収入 50  業務費（人件費除く） 999,698 

寄附金 2,000 受託経費  0 

科学研究費間接経費収入 1,350 一般管理費 457,472 

金利収入・雑収入 10   人件費（常勤役員・職員） 147,816 

   業務費（人件費除く） 309,656 

合計 1,893,410 合計 1,893,410 

  ［人件費の見積もり］ 運営費交付金のうち、584,056千円を支出します。 

なお、上記の額は、常勤役員及び常勤職員に対し支給する報酬、賞与、その他手当の合

計額で、退職金、福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）は含まれておりません。 

［退職手当財源の考え方］退職手当については、運営費交付金を財源とします。 
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 【収支計画】 

                                     （単位：千円） 

区 分 調査・研究・

政策提言・資

料統計 

成果普及・国

際化 

法人共通 合計 

費用の部 

経常費用 

業務費 

うち人件費（常勤役員・職員）  

業務費（人件費を除く） 

受託業務費 

一般管理費 

うち人件費（常勤役員・職員） 

  一般管理費（人件費を除く） 

 

収益の部 

運営費交付金収益 

受託収入 

普及業務関係収入 

寄附金 

科研費収入 

金利収入・雑収入 

前年度よりの繰越金 

 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

1,132,345 

1,132,345 

1,132,345 

370,198 

762,147 

0 

0 

0 

0 

 

1,132,345 

1,130,345 

0 

0 

2,000 

0 

0 

0 

 

0 

0 

0 

303,593 

303,593 

303,593 

66,042 

237,551 

0 

0 

0 

0 

 

303,593 

303,593 

0 

50 

0 

0 

0 

0 

 

0 

0 

0 

457,472 

457,472 

0 

0 

0 

0 

457,472 

147,816 

309,656 

 

457,472 

456,112 

0 

0 

0 

1,350 

10 

0 

 

0 

0 

0 

1,893,410 

1,893,410 

1,435,938 

436,240 

999,698 

0 

457,472 

147,816 

309,656 

 

1,893,410 

1,890,000 

0 

50 

2,000 

1,350 

10 

0 

 

0 

0 

0 
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 【資金計画】 

                                     （単位：千円） 

区 分 調査・研究・

政策提言・資

料統計 

成果普及・国

際化 

法人共通 合計 

資金支出 

 業務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金収益 

受託収入 

普及業務関係収入 

寄附金 

科研費収入 

金利収入・雑収入 

前年度よりの繰越金 

1,132,345 

1,132,345 

0 

 

1,132,345 

1,132,345 

1,130,345 

0 

0 

2,000  

0 

0 

0 

303,593 

303,593 

0 

 

303,593 

303,593 

303,543 

0 

50 

0 

 0 

0 

0 

457,472 

457,472 

0 

 

457,472 

457,472 

456,112 

0 

0 

0 

1,350 

10 

0 

1,893,410 

1,893,410 

0 

 

1,893,410 

1,893,410 

1,893,000 

0 

50 

2,000 

1,350 

10 

0 

（注）財務内容の健全性を確保する観点から、資金の借入の健全性、使途の透明性、資金使途

の有効性が損なわれないように努めるとともに、本来得られる収入の機会を逃さず、固

定経費が発生する等硬直的な組織運営とならないよう努めることとします。 

 

１６．参考情報 

（１）要約した財務諸表の科目の説明 

①貸借対照表 

現金及び預金 ：手元保管の現金及び会計規程第 27条に規定する銀行その他の金融機関への 

預金又は郵便貯金 

未収入金     ：収益の未収額で受取期日の到来しない債権額 

前払金       ：翌事業年度以降に属する費用を前払いした額 

預け金       ：交通系 IC カードのデポジット代金 

賞与引当金見返：法令、中期計画又は年度計画に照らして客観的に財源が措置されていると 

明らかに見込まれる賞与引当金に見合う額 

有形固定資産 ：土地、建物、機械装置、車両、工具など独立行政法人が長期にわたって使     

        用又は利用する有形の固定資産 

無形固定資産 ：ソフトウエアなど独立行政法人が長期にわたって使用又は利用する無形の

固定資産 

退職給付引当金見返：法令、中期計画又は年度計画に照らして客観的に財源が措置されてい

ると明らかに見込まれる退職給付引当金に見合う額 
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運営費交付金債務：受領した運営費交付金相当額のうち、収益化されていない額（資産見返

負債とされた額を除く。） 

預り金       ：源泉徴収した所得税、住民税、社会保険料等の一時預り金 

預り科研費   ：研究員が獲得した科学研究費の直接経費 

未払金      ：時の経過に伴い又は役務の受入によって既に当期の費用として発生して

いるもので、支払期日の到来しない債務額（未払費用を除く） 

未払費用        ：継続した役務の提供に係る契約において、時の経過に伴い又は役務の受

入によって既に当期の費用として発生しているもので、支払期日の到来

しない債務額 

賞与引当金     ：役職員の当期勤務期間に対応する賞与であって期末決算日以降に支給さ

れる金額 

資産見返運営費交付金：固定資産を取得した際、その取得額のうち、運営費交付金に対応す

る額のうち、資本剰余金に振り替えられない額 

資産見返物品受贈額：国から譲り受けた償却資産を取得した際、その取得額のうち、物品受

贈額に対応する額のうち、資本剰余金に振り替えられない額 

資産見返寄附金  ：固定資産を取得した際、その取得額のうち、寄付金に対応する額のうち 

資本剰余金に振り替えられない額 

退職給付引当金：期末決算日現在における役職員の退職金の支給見込額 

利益剰余金   ：独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額 

積立金     ：通則法第 44 条第 1項に規定する積立金の額 

当期未処分利益 ：当期総利益から前期繰越欠損金の額を差し引いた額 

 

②行政コスト計算書 

 損益計算書上の費用：損益計算書における経常費用、臨時損失、法人税、住民税及び事業税、

法人税等調整額 

 その他行政コスト：政府出資金や国から交付された施設費等を財源として取得した資産の減

少に対応する、独立行政法人の実質的な会計上の財産的基礎の減少の程

度を表すもの 

 行政コスト ：独立行政法人のアウトプットを産み出すために使用したフルコストの性格を 

        有するとともに、独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられる 

コストの算定基礎を示す指標としての性格を有するもの 

 

 ③損益計算書 

  研究業務費 ：研究業務活動から発生する費用 

  人件費   ：給与、賞与、法定福利費等、独立行政法人の職員等に要する経費 

  減価償却費 ：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって費用として配分 

する経費 

一般管理費 ：事務所の賃借料、PC-LANシステム等、独立行政法人の管理に要した費用 

雑損    ：為替損失等の科目を設ける必要がない臨時的な費用 
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運営費交付金等収益：独立行政法人会計基準第 81の規定により、運営費交付金債務のうち収 

益化された額 

普及業務収入：研究所より出版した書籍の監修料 

受託収入  ：講演や受託事業等により得た収益 

シンポジウム収入：シンポジウム参加者より得た収益 

資産見返運営費交付金戻入：独立行政法人会計基準第 81の規定により、資産見返運営費交付 

 金債務のうち収益化された額 

資産見返物品受贈額戻入：毎事業年度、減価償却相当額を資産見返物品受贈額から取り崩し 

て、振り替えた収益 

資産見返寄附金戻入：独立行政法人会計基準第 85第 2項の規定により、資産見返寄付金の 

うち収益化された額          

科学研究費間接費収入:研究員の研究環境の整備や事務管理に要する間接費に係る収益 

寄附金収益 ：独立行政法人会計基準第 85第１項の規定により、預り寄付金のうち収益化 

された額 

賞与引当金見返に係る収益：役職員の当期勤務期間に対応する賞与のうち期末決算日以降に    

支給されるものに係る収益 

退職給付引当金見返に係る収益：期末決算日現在における役職員の退職金の支給見込額で、    

当該年度に増加した額に係る収益 

財務収益：受取利息 

雑益  ：為替差益等の科目を設ける必要がない臨時的な収益 

臨時損失：固定資産除却損 

 

 ④純資産変動計算書 

  当期末残高 ：貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

 

⑤キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、サービス

の提供等による収入、原材料、商品又はサービスの購

入による支出、人件費支出等が該当 

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活

動に係る資金の状態を表し、固定資産の取得・売却等

による収入・支出が該当 

財務活動によるキャッシュ・フロー：増資等による資金の収入・支出、借入れ・返済による

収入・支出等、資金の調達及び返済などが該当 
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（２）その他公表資料等との関係の説明 

 事業報告書に関連する報告書、広報資料として、以下の書籍等を作成しています。 

 

 ◆ホームページでは、シンポジウム、セミナー等のイベントの案内のほか、各研究業務を通じ

て得られた知見や情報を発信しています。 

  https://www.rieti.go.jp/ 

 

 ◆ブローシャー 
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◆RIETI ハイライト 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆アニュアルレポート 
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◆令和３年度出版書籍 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


